様式第９（第29条関係）
	 eq \o\ad(大規模行為届出書,　　　　　　　　　　　　　)
年　　月　　日　
　　愛知県知事　　　　　殿
届出者の住所　　　　　　　　　　
氏　　　　名　　　　　　　　　　

	
	名称及び
代表者氏名
	

	　自然環境の保全及び緑化の推進に関する条例第31条第１項の規定により、次のとおり大規模行為をしたいので、届け出ます。

	行為の目的
	
	

	行為の種類
	
	

	行為の場所
	位置
	　　　eq \o \ad(\s \up 6(市　　　町),\s \up-6(郡　　　村))大字　　　字　　　番地

	
	面　　　　積(Ａ)
	平方メートル　
（　　　　　　　　　　　　平方メートル）

	行為地及びその付近の状況
	
	

	行為の施行方法
	行為をする土地の面積(Ｂ)
	　　平方メートル（EQ \s \up-4(\f((Ｂ),(Ａ)))×100パーセント）

	
	緑地面積
	保全緑地(Ｃ)
	　　平方メートル（EQ \s \up-4(\f((Ｃ),(Ａ)))×100パーセント）

	
	
	回復緑地(Ｄ)
	　　平方メートル（EQ \s \up-4(\f((Ｄ),(Ａ)))×100パーセント）

	
	自然環境保全上の配慮
	

	行為の予定日
	着手
	　　年　　　月　　　日

	
	完了
	　　年　　　月　　　日

	摘要
	
	
	受付
	


　備考　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
　　　　２　「面積」欄には、全体行為面積（行為に係る土地の区域の面積をいう。以下同じ。）を記入すること。
　　　　　　ただし、全体行為面積に除外面積（自然公園法（昭和32年法律第161号）第２条第１号に規定する自然公園の区域、自然環境保全法（昭和47年法律第85号）第14条第１項の原生自然環境保全地域及び同法第22条第１項の自然環境保全地域、保全地域、都市緑地法（昭和48年法律第72号）第12条第１項の特別緑地保全地区、絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成４年法律第75号）第36条第１項の生息地等保護区並びに条例第44条第１項の規定により指定された生息地等保護区並びに森林法第34条第２項本文の規定に該当するものを保安林等の区域内においてする場合における保安林等の区域の面積をいう。）が含まれる場合にあつては、当該除外面積を全体行為面積から差し引いて得た面積を括弧外に、全体行為面積を括弧内にそれぞれ記入すること。
　　　　３　「行為地及びその付近の状況」欄には、野生植物、野生動物及び特異な地形、地質又は自然現象を示すに必要な事項を記入すること。
　　　　　　なお、詳細については、添付図面に表示すること。
　　　　４　「行為をする土地の面積」欄には、全体行為面積のうち、行為をすることにより土地の形質を変更する区域の面積を記入すること。
　　　　５　「保全緑地」欄には、現況が山林、雑木林、湿地等の場合において、全体行為面積のうち、行為を及ぼさないで現況のまま保全する土地の区域で他の利用地との境界が明確な土地の区域の面積を記入すること。
　　　　６　「回復緑地」欄には、全体行為面積のうち、次に掲げる土地の区域で、知事が別に定める方法により植栽され、他の利用地との境界が明確な土地の区域の面積を記入すること。
　　　　　(１)　樹林地
　　　　　(２)　周囲が植栽される公園、空地等
　　　　　(３)　周囲が植栽される人工池、人工川等の水面
　　　　　(４)　周囲が植栽される道路（緑道に限る。）
　　　　７　「自然環境保全上の配慮」欄には、野生植物、野生動物、特異な地形、地質又は自然現象を生じている土地の保護、植生の回復等自然環境保全上の配慮の概要を記入すること。
　　　　　　なお、詳細については、添付図面に表示すること。
　　　　８　「摘要」欄には、次の事項を記入すること。
　　　　　(１)　他の法令の規定により、当該行為が行政庁の許可、認可その他の処分又は届出を必要とするものであるときは、その手続の進ちよく状況を記入すること。
　　　　　(２)　届出者が当該行為に必要な土地を使用できる権原を記入すること。
　　　　　　　なお、その権原を証する書類を添えること。
　　　　　(３)　行為の場所に都市計画法第７条第１項の規定により定められた市街化区域が含まれるか否かを記入すること。
　　　　　(４)　以前条例の規定による届出をしたものにあつては、その届出年月日を記入すること。
　　　　　　　なお、その届出書の写しを添えること。
　　　　９　受付欄には、記入しないこと。
　　　　10　不要の文字は、抹消すること。
）
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